
（第１号様式）
平成27年度大分県半導体関連産業雇用創造事業（研究開発事業）認定申請書
　　　　　　　
平成　　年　　　月　　日
　大分県半導体関連産業雇用創造協議会　
　　　　　　  　会長　森山　成夫 　殿
＜申請者＞ 
住　　　所 
名　　　称 
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　            印
連絡担当者　　 
電話番号       
平成２７年度において、大分県半導体関連産業雇用創造事業（研究開発事業）を実施したいので、
認定されるよう、大分県半導体関連産業雇用創造事業　研究開発事業実施要領第３条第１項の規程
により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
１．概要
	研究開発テーマ名
	

	実施事業分類
	

	申請額
	

	参加企業名
	

	大学等研究機関名
（共同開発等の場合）
	

	事業の目的
	


２．添付書類
□事業計画書　　　　　　　　　　　　　　　　（第２号様式）
□事業内容説明書　　　　　　　　　　　　　　（第２号様式の２）
□申請額内訳　　　　　　　　　　　　　　　　（第２号様式の３）

□収支予算書　　　　　　　　　　　　　　　　（第２号様式の４）

□参加企業の直近の決算書類（損益計算書・貸借対照表）
第2号様式
事業計画書
	申請者名称

	

	住　　　　所
	TEL　　　　　  　　　　　　　 FAX

	資本金・出資金
	　
	 従業員
	　人

人

	研究開発テーマ名
	  

	事業内容
(研究開発内容)
	(第２号様式の２)のとおり

	事業の必要性
（目的・効果）
	※雇用も含めた波及効果等を記載する事

	補助金の交付を
受けた実績
	 　有  無
※この研究開発テーマに関連して過去に交付を受けたり、申請中の他の補助金が

あれば、その名称、交付者、金額及び交付年月日を記載すること。

	事業の実施日程
	 開始予定：　　　　　  完了予定： （※平成28年3月23日までのいずれかの日）　

	大学等研究機関に
おける実施内容
	  ※共同開発等の場合に大学等研究機関の名称、担当研究者の所属及び氏名、
研究機関等実施内容、依頼形式(委托又は共同研究)を記述する


	研究開発の主な実施地
事業化の主な実施地
	


　　
（第２号様式の２）
事業内容説明書
１.研究開発の概要
	(1)研究開発テーマ名
	　

	  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	

	(2)研究開発の必要な理由
	

	※行おうとする研究開発についての背景とその研究開発の目的や必要性を説明
(3)具体的な課題と研究開発の内容・手順


	


	(4)知的財産権の対策状況等について

	　　

	(5)研究開発スケジュール
	※研究項目を明確にして実施計画を組む

	
	研究項目
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　　　　　
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	


	(6）成果の事業化計画・経済効果　　
	※研究開発しようとするものの事業化計画や経済効果を記載

	事業化した場合の売上高・収益・新規雇用5カ年の増加見込み　　（単位：千円）

	
	27年
	28年
	29年
	30年
	31年

	項目毎売上額（千円）　　合計
	
	
	
	
	

	
	
	　
	
	
	
	

	　
	
	
	
	
	
	

	　
	
	
	
	
	
	

	　
	
	
	
	
	
	

	収益（千円）
	
	
	
	
	

	分野別新規雇用者数（人）
	
	
	
	
	

	　　　　
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計　（人）
	
	
	
	
	

	累計　（人）
	
	
	
	
	


	(7)開発の基礎となるこれまでの研究等の蓄積

	※テーマに関連した開発実績を記載：必要により論文、パンフレット等の添付可
 

	(8)研究開発実施体制

	※他の企業と連携する場合は研究開発についてどのような体制で取り組むのか、役割を明確にすること。




（第２号様式の３）
申請額内訳書　　
                                                                                                   （単位：円）
	経費区分
	補助事業に要
する経費
	補助対象経費　(消費税抜き)
	積算内訳
	備　考

	人件費
	
	
	
	

	謝金
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	

	構築物費
	
	
	
	

	機械装置・　工具器具費

	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	共同研究費　
	
	
	
	

	技術指導　受入費

	
	
	
	

	その他の　経費
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


注1)委託する場合には、備考欄に委託先名を記名すること。

   　 2)補助対象経費は消費税抜きで記載のこと。ただし大学等との共同研究費については、

消費税を含むこともあるので事務局へ確認のうえ記入する。

      3)一品50万円以上の物品（原材料含む）の購入は対象外とする。

4)量産（＝実事業）に係る費用は、金額に関わらず対象外。
（量産用設備、量産用原材料、量産に携わる人件費等は対象外）
（記載注意事項）             
	　　　　　補　　　助　　　対　　　象　　　経　　　費　　　
　　
	　補　助　率　

	 経　費　区　分
	   　　　　内　　　　　　　容
	

	(1)人件費


	研究開発に直接従事する賃金、社会保険料
	１０分の

１０以内　

	(1)謝金

	大学等研究機関（個人）への謝金
	

	(2)旅費

	大学等研究機関（個人）への旅費、職員旅費 
	

	(3)原材料費
	主要原料、主要材料及び副資材の購入に要する経費  
	

	(4)構築物費
	構築物の購入、建造、改良、据付け、借用又は修繕に要する費用（外注を含む）

	

	(5)機械装置・
工具器具費
	機械装置(又は自社により機械装置を製作する場合の部品）又は工具器具の購入、試作、改良、据付け、借用又は修繕に要する費用（外注を含む）

	

	(6)外注加工費
	　原材料等の再加工及び設計等を外注する際(構築物、機械装置及び工具器具を外注により建造、改良等をさせる場合を除く）に要する経費

	

	(7)委託費
	大学等研究機関への委託に要する経費

	

	(8)共同研究費

	大学等研究機関との共同研究に要する経費
	

	(9)技術指導受入費
	産業財産権の導入に際し、これに伴う技術指導を受ける場合、又は外部からの技術指導を特に必要とする場合、技術者等に支払われる経費

	

	(10)その他の経費
	上記に掲げるもののほか、測定、分析、解析、試験、プログラム作成、調査研究等の委託に要する経費並びに産業財産権の導入に要する経費で、会長が特に認める経費

	


　　一品５０万円以上の物品（原材料含む）の購入は対象外です。
量産（＝実事業）に係る費用は、金額に関わらず対象外です。
（量産用設備、量産用原材料、量産に携わる人件費等は対象外）
（第２号様式の４）
　　　　　　　　              収　支　予　算　書
　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	備　考

	　         補助金
           自己負担
	　　　
	

	合　計
	
	


　
支出の部
	区　分
	予算額
	備　考

	人件費
	
	

	謝金
	
	

	旅費
	
	

	原材料費
	
	

	構築物費
	
	

	機械装置・　工具器具費

	
	

	外注加工費
	
	

	委託費
	
	

	共同研究費　
	
	

	技術指導　受入費

	
	

	その他の　経費
	
	

	合　計
	
	


　　　　　

